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1. 評価の経緯（本章は全文 GCOM-W 小委と同じ） 
宇宙開発を効率的かつ効果的に推進するため、宇宙開発委員

会においては、「宇宙開発に関する重要な研究開発の評価につ

いて」（参考 1）に基づき、重要な研究開発の評価を行い、そ

の結果を公開するとともに、宇宙開発委員会として独立行政法

人宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」という。）が実施す

るプロジェクトの実施内容や実施体制等に係る助言を与える

こととしている。 
水循環変動観測衛星プロジェクト（以下「GCOM-W プロジ

ェクト」という。）については、JAXA が平成 19 年度から「開

発研究」への移行を予定しているため、平成 19 年度概算要求

に向けて、宇宙開発委員会推進部会の下に水循環変動観測衛星

プロジェクト評価小委員会（以下「小委員会」という。）を設

置し、事前評価を行った。 
 
2. 評価方法（本章は全文 GCOM-W 小委と同じ） 

評価は、GCOM-W プロジェクトを対象とし、推進部会が定

めた評価実施要領（参考 2）に即して実施した。小委員会の構

成員は、参考 2 の別紙 1 のとおりである。 
今回の評価は「開発研究」への移行のための評価であるため、

以下の項目のうち、企画立案フェーズの早い時期に評価するこ

とが望ましい（1）から（4）について評価を行った。（5）に

ついては、「開発」への移行段階で評価するものであるが、今

回は、「開発研究」への移行に当たり検討の進捗状況を確認し、

必要に応じ助言することとした。 
（1） プロジェクトの目的（プロジェクトの意義の確認） 



（2） プロジェクトの目標 
（3） 開発方針 
（4） 実施体制 
（5） その他 

• システム選定及び基本設計要求 
• 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等） 
• リスク管理 
なお、評価に当たっては、GCOM-W プロジェクトが、JAXA

が提案する地球環境変動観測ミッション（以下「GCOM」と

いう。）の構成要素として位置付けられていることを踏まえ、

GCOM の位置付けについても確認した。 
評価の進め方は、まず、JAXA から GCOM-W プロジェク

トについて説明を受け、各構成員に評価票（参考 2 の別紙 2）
により、評価項目ごとに意見、判定を求めた。各評価項目に対

する判定は 3 段階表示として集計した。 
本報告は、各構成員の意見、判定を集約して、事前評価結果

としてとりまとめたものである。 
なお、本報告の末尾に構成員から提出された全意見及び

JAXA の説明資料を付録として添付した。 
 

3. GCOM-W プロジェクトを取り巻く状況（本章は全文

GCOM-W 小委と同じ） 
大規模自然災害、国境を越えた有害物質の拡散、エネルギー

資源の枯渇、地球温暖化、水資源不足といった人類社会全体が

直面する危機に対し、地球プロセスの理解とその振る舞いの予

測を向上するために、GEOSS（複数システムからなる全球地

球観測システム）の構築が提唱され、2005 年 2 月の第 3 回地

球観測サミットにおいて GEOSS 10 年実施計画が承認された。 
我が国は、地球温暖化・炭素循環変化、気候変動・水循環変

動及び災害の 3 分野（以下「貢献 3 分野」という。）について

特に積極的に GEOSS に貢献する旨を表明しており、総合科

学技術会議は、その基本的な考え方となる「地球観測の推進戦

略」（平成 16 年 12 月 27 日）をとりまとめた。これを受け、

文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会地球観

測推進部会では、毎年度、我が国における地球観測の具体的な

実施方針を策定している。また、宇宙開発委員会は、地球観測

特別部会を設置し、衛星による長期継続的な地球観測データの

取得・提供に向けて「我が国の地球観測における衛星開発計画

及びデータ利用の進め方について」（平成 17 年 6 月 27 日）を

とりまとめた。 
このような状況を踏まえ、JAXA においては、地球規模での

気候変動・水循環メカニズムを解明する上で有効な物理量の観

測を全球規模で長期間継続的に行うシステムを構築すること

を目指して、GCOM を計画している。GCOM は、マイクロ波

放射計（AMSR）の後継センサにより海面水温・土壌水分等

の観測を行う GCOM-W プロジェクト及び多波長放射計

（GLI）の後継センサにより雲・エアロゾル等の観測を行う

GCOM-C プロジェクトで構成される。 
GCOM-W プロジェクトについては、平成 22 年度の打上げ

を目指して、平成 19 年度から「開発研究」への移行を予定し

ている。GCOM-W 及び GCOM-C プロジェクトは、10 年以上

の長期継続観測を実現するために 5 年程度を 1 期とした 3 期



に分けられ、それぞれ第 2 期及び第 3 期に打ち上げる後継の

衛星プロジェクトが計画されている。 
 

4. GCOM-W プロジェクトの事前評価結果 
（1） プロジェクトの目的（プロジェクトの意義の確認）（本

項は全文 GCOM-W 小委と同じ） 
GCOM は、「我が国の地球観測における衛星開発計画及

びデータ利用の進め方について」において示された基本方

針及び衛星開発計画に基づき、以下を目的として計画され

ている。 
 

① 地球規模での気候変動・水循環メカニズムを解明する上

で有効な物理量（海面水温、土壌水分等）の観測を全球規

模で長期間継続的に行えるシステムを構築し、利用実証す

ること 
② 衛星により観測されたデータを、他の観測システムのデ

ータやモデルデータ等と統合的に利用できる形態に加工

し、利用者に提供すること 
③ 気候数値モデルを有するユーザ機関と協調した体制を確

立することにより、国家の政策決定に関わる、気候変動メ

カニズムに関するプロセス研究や気候数値モデルの改善

による長期気候変動の予測精度の向上に貢献すること 
④ 気象予報、漁業情報提供、海路情報管理等を行う実利用

機関に対するデータ配信を行い、災害をもたらす激しい気

象の予測等の現業分野への貢献を行うこと 
⑤ 現在の解析技術では実現困難なプロダクトではあるが、

気候変動・水循環メカニズムの解明に有効なものを、新た

に生成すること 
 
本小委員会は、これらを踏まえ、GCOM が、GEOSS 10

年実施計画への対応の中で、特に我が国の貢献 3 分野の一

つである気候変動・水循環変動に重点をおいたミッション

として位置付けられることを確認した。 
GCOM-W プロジェクトにおいて設定された目的は、長

期継続的な観測システムの利用実証と現業分野への貢献を

目指すものとして明確化されている。また、GCOM-W に

搭載されるマイクロ波放射計（AMSR2）は、環境観測技

術衛星「みどりⅡ」搭載の AMSR 及び米国の地球観測衛

星 Aqua 搭載の AMSR-E の実績を継承した観測センサで

あり、その先進性において、海外の同種のセンサによる地

球観測衛星計画に大きく先行していることから、国際的な

貢献が期待される。 
以上により、GCOM-W プロジェクトの目的は、「我が国

における宇宙開発利用の基本戦略」、「地球観測の推進戦略」

等に規定されている目標及び方針等に則るとともに、「我が

国の地球観測における衛星観測計画及びデータ利用の進め

方」における基本方針や開発計画を的確に具体化している。 
 
    判定：妥当 
 
（2） プロジェクトの目標（本項は全文GCOM-W小委と同じ） 

GCOM-W プロジェクトは、3 期に分けて実施するため、



目標は、上記の目的に対応して、最終的な目標と GCOM-W
第 1 期の目標に分けて設定されている。 
また、GCOM-W 第 1 期の目標については、具体的な数

値目標として、観測プロダクトの精度及びデータ配信時間

等が設定されている。 
本小委員会においては、当初示された目標に対して、目

的との整合性等について意見を述べ、JAXA において指摘

を踏まえた見直しを行った。その結果、設定された目標は、

目的に対して適切に位置付けられ、明確になっていると認

められる。 
観測プロダクトの項目及び目標精度等は、AMSR 及び

AMSR-E の実績や国内外の利用機関・研究者の要求に基づ

き、的確に設定されている。また、現業分野から求められ

るデータ配信時間目標についても、これまでに比べて大幅

に短縮しており、目的を達成するための要求条件に適うよ

うに的確に設定されている。 
また、プロジェクトの成功基準について、観測プロダク

トの精度及びデータ配信時間に主眼をおくことは妥当であ

り、GCOM-W第1期の目標の達成基準として明確である。 
以上を踏まえ、設定された目標は、GCOM-W プロジェ

クトの目標として妥当である。 
なお、今後に向けた助言は、以下のとおりである。 

• 新規プロダクトの生成については、現時点では取得が困

難なデータ及びプロダクトも視野に入れ、センサ開発及

びアルゴリズム開発の検討につなげることが望まれる。 
• ミッションの主要な区切りごとに、関係機関の協力の下

にレビューを行い、ミッションの目標の達成度の確認、

ミッションを継続するに当たっての改善点の抽出、新た

な視点の取込み等を行うことが肝要である。 
 
     判定：妥当 
 
（3） 開発方針（GCOM-W 小委の文に赤字部分が追記された） 

GCOM においては、10 年以上の長期継続観測を実現す

るために、GCOM-W 及び GCOM-C を 1 機ずつ 3 期に分

けて打ち上げ、それぞれ後続の衛星との軌道上運用期間を

約 1 年間重複させる方針をとっている。また、実利用の技

術実証が主目的であるため、「衛星の信頼性を向上するため

の今後の対策について」（平成 17 年 3 月 18 日 宇宙開発

委員会推進部会）に基づき、信頼性の確保を優先させて開

発計画を企画立案し、開発を進める方針としている。 
長期継続的な観測を実現するには、信頼性の確保が最も

重要な課題と考えられるが、衛星バスについては、既存技

術を最大限に活用することにより信頼性の向上とコスト低

減を目指しており、GCOM-C との共通性も考慮している。

今後、GCOM-C と併せ、6 機の同種の衛星の開発・製作の

機会があるため、この 6 回の機会を有効に活用すれば、信

頼性の向上のみならず、コスト低減、開発期間の短縮、人

材育成等も期待できる。「開発研究」段階において、このよ

うな観点からの取組みの具体化が求められる。また、

AMSR2 については、AMSR 及び AMSR-E で実績のある

設計を踏襲することとしており、目標の達成に対し的確で



あると認められる。 
地上システム開発及びデータ利用・研究の方針について

も、特段の問題は認められない。 
なお、今後に向けた助言は、以下のとおりである。 
• 「開発研究」段階において、6 機の衛星シリーズの開

発・製作の有効活用の方法を検討し、信頼性の向上、コ

スト低減、開発期間の短縮、人材育成等の取組みの具体

化を図ることが重要である。 
 
    判定：妥当 
 
（4） 実施体制（GCOM-W 小委の文に赤字部分が追記された） 

実施体制については、JAXA が GCOM-W プロジェクト

マネージャの統括の下に利用機関・研究者との調整、共同・

協力体制の構築を行う。また、GCOM 総合委員会が利用機

関・研究者の要求をとりまとめ、東京大学、JAXA 及び独

立行政法人海洋研究開発機構がデータ統合･解析システム

を構築する｡衛星開発企業は、JAXA が設定する開発仕様に

基づき、衛星システムの設計･製造･試験等を行う。 
これらを踏まえ、外部機関との連携、JAXA 内の体制、

衛星開発企業との責任分担については、特段の問題は認め

られないが、今後具体的な開発を進めるに当たっては、柔

軟かつ実効的な体制を構築することを期待する。 
なお、現段階で研究利用機関及び実利用機関が明確化し

ていることは、今後の調整において具体的な情報に基づき

検討できる利点があり、利用機関の要求を満たすという観

点から評価できる。 
なお、今後に向けた助言は、以下のとおりである。 

• アルゴリズムの研究開発、データの校正・検証等は、長

期的かつ専門的な取組みが必要であるため、外部研究者

が参加する運用体制の構築や JAXA 内部の体制の充実

に特に配慮するべきである。 
• プロジェクトに参加する全員が当事者意識を持てるプ

ロジェクト運営、グループ間のコミュニケーションに留

意し、風通しのよい組織運営に努めることが重要である。 
 
    判定：概ね妥当 
 
（5） その他（本項は全文 GCOM-W 小委と同じ） 

以下の項目については、「開発」移行段階で評価するもの

であるが、「開発研究」への移行時点における検討の進捗状

況を踏まえ、「開発研究」に向け配慮すべき事項について助

言する。 
① システム選定及び基本設計要求 

GCOM-W プロジェクトが AMSR-E の観測を継承する

ことにかんがみ、特段の理由がない限り、AMSR-E と同

一の降交点地方時や観測周波数とすることが望ましい。 
また、太陽電池パドルが 2 翼となる場合は、「みどりⅡ」

及び Aqua と異なるコンフィギュレーションとなるため、

AMSR2 反射鏡への衛星重体の映りこみ等によるデータ

ヘの影響を早い段階で詳細に検討しておく必要がある。 
さらに、開発方針でも述べたとおり、6 機の衛星シリー



ズを有効活用し、開発・製作における GCOM-W と

GCOM-C の関連付け及び後継機への拡張性を早期に見通

すことが重要である。その際は、マイクロ波散乱計等の後

継機への搭載についても十分に調整一検討を行うべきで

ある。 
② 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等） 

信頼性確保のための資金配分に配慮するとともに、不断

のコスト管理を実施すべきである。また、的確なスケジュ

ール管理により短期開発に努めることを望む。 
③ リスク管理 

事故・不具合に対するバックアップ計画や衛星シリーズ

の信頼性の確保に関するリスク等について事前に十分に

検討しておくことが必要である。また、第三者によるレビ

ューを徹底し、入念なリスク管理を図るべきである。 
 
（6） 総合評価（GCOM-W 小委の文に赤字部分が追記された） 

GCOM-W プロジェクトは、我々の生存基盤として不可

欠な気候や水循環に関わる物理量を全球規模で長期継続的

に観測するシステムを構築しようとするものであり、気象

予報、漁業情報提供、水路情報管理等の現業分野への貢献

が期待されることも踏まえると、極めて大きな意義を有し

ている。 
今回の事前評価では、GCOM-W プロジェクトの目的、

目標、開発方針及び実施体制等について審議を行い、現段

階までの計画は、具体的かつ的確であると判断した。 
以上を踏まえ、本小委員会としては、GCOM-W プロジ

ェクトについては、平成 19 年度から「開発研究」に移行

することは妥当であると考える。 
 
なお、「開発研究」への移行に当たっては、今回の評価対

象である GCOM-W プロジェクトが GCOM の最初のプロ

ジェクトに位置付けられており、その取組みは GCOM 全

体に大きな影響を与えることに留意する必要がある。

GCOM のような衛星のシリーズ化は、JAXA にとって初め

ての取組みであり、本プロジェクトにおける検討は、常に

GCOM 全体を視野に入れ、入念に行うべきである。特に、

衛星シリーズの有効活用による信頼性の確保、コスト低減、

開発期間の短縮、人材育成等は、GCOM 全体に関わる重要

な課題となると考えられる。 
本小委員会としては、JAXA が今回の評価を十分に踏ま

え、利用者の要求を汲み取った利便性の高い観測システム

を構築することを望む。また、本プロジェクトには巨額の

開発費が投じられることから、研究開発の様々な段階で得

られた成果を積極的に公表し、社会の理解を得ながらプロ

ジェクトを推進する工夫がなされるように留意されたい。 
なお、本プロジェクトが「開発」に移行する段階には、

宇宙開発委員会において、今回の評価結果を活かして評価

が行われることを期待する。 
 

（以下、参考 1、参考 2、参考 3、付録 1、付録 2 は GCOM-W
小委員会の資料と全く同じ物が添付されている。改めて引き出

さなくても済むように、この後に転記する。） 



（参考1） 
宇宙開発に関する重要な研究開発の評価について 

平成18年4月19日 
宇宙開発委員会 

5 目的 
宇宙開発を効率的かつ効果的に推進するため、「宇宙開発に

関するプロジェクトの評価指針」（以下「評価指針」という。）

等に基づき、重要な研究開発の評価を行い、その結果を公開す

るとともに、宇宙開発委員会として独立行政法人宇宙航空研究

開発機構（JAXA）が実施するプロジェクトの実施内容や実施

体制等に係る助言を与えることを目的とする。 
このため、重要な研究開発について、推進部会において平成

18年度の評価を行う。 
 

6 評価方法 
評価指針の評価対象要件に合致する重要な研究開発につい

て、その目標や効果、実施体制等について評価する。 
 

7 評価の対象 
評価は、次の段階のプロジェクトを対象に実施する。 

（2） 事前評価（企画立案フェーズにおけるフェーズアップ

のための評価） 
（3） 中間評価（実施フェーズにおける評価） 
（4） 事後評価（実施フェーズ終了時での評価） 

また、各プロジェクトのうち、重要な状況変化等があるもの

について、必要に応じ、進捗状況確認を行う。 

8 日程 
評価については、対象とするプロジェクトの状況に応じて、

適宜実施する。 
 

9 推進部会の構成員 
別紙のとおり。 
 

10 会議の公開 
「宇宙開発委員会の運営等について」（平成13年1月10日 宇

宙開発委員会決定）に従い、推進部会は、原則として公開とし、

特段の事情がある場合には、非公開とすることができるものと

する。 
 
 
------------------------------------------------------------------------------------
- 
 

(別紙) 
宇宙開発委員会推進部会構成員 

(委 員) 
部会長 青江 茂 宇宙開発委員会委員 
部会長代理 松尾 弘毅 宇宙開発委員会委員 
 野本 陽代 宇宙開発委員会委員(非常勤) 
 森尾 稔 宇宙開発委員会委員(非常勤) 
(特別委員) 
大島 まり 国立大学法人東京大学大学院情報学環教授 



黒川 清 国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター

客員教授 
小林 修 東海大学工学部教授 
佐藤 勝彦 国立大学法人東京大学大学院理学系研究科教授 
澤岡 昭 大同工業大学学長 
鈴木 章夫 東京海上日動火災保険株式会社顧問 
住 明正 国立大学法人東京大学気候システム研究センター

教授 
高柳 雄一 多摩六都科学館館長 
中須賀真一 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科教授 
中西 友子 国立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科

教授 
長谷川眞理子国立大学法人総合研究大学院大学葉山高等研究セ

ンター教授 
廣澤 春任 宇宙科学研究所名誉教授 
廣田 陽吉 社団法人日本経済団体連合会宇宙開発利用推進会

議企画部会長 
水野 秀樹 東海大学開発工学部教授 
宮崎久美子 国立大学法人東京工業大学大学院イノベーション

マネジメント研究科教授 
山根 一眞 ノンフィクション作家 

(参考 2) 
水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの 

評価実施要領（案） 
平成 18 年 6 月 20 日 

推進部会 
1． 趣旨 

地球温暖化･水循環観測として重点的に取り組むべきプロ

グラム（温室効果ガス観測、水循環観測、気候変動観測）を受

け、地球規模での気候変動・水循環メカニズムを解明する上で

有効な物理量の観測を全球規模で長期間継続的に行うシステ

ムを構築することを目指して、地球環境変動観測ミッション

（GCOM）が計画されている。 
GCOM は、マイクロ波放射計（AMSR）の後継センサによ

り降水量・海面水温等の観測を行う水循環変動観測衛星

（GCOM-W）プロジェクト及び多波長放射計（GLI）の後継

センサにより雲・エアロゾル等の観測を行う衛星（GCOM-C）

プロジェクトで構成される。 
独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）においては、

GCOM-W プロジェクトについて、平成 19 年度から「開発研

究」に移行することを予定しているため、平成 19 年度概算要

求に向けて、「宇宙開発に関するプロジェクトの評価指針」（平

成 17 年 10 月 3 日 宇宙開発委員会推進部会）に基づき、宇

宙開発委員会として事前評価を行う。 
2． 評価の目的 

地球環境変動観測ミッションの気候変動・水循環分野にお

ける位置付けを確認した上で、JAXA が実施する GCOM-W プ



ロジェクトを効果的かつ効率的に推進するため、「開発研究」

への移行の妥当性を判断し、助言することを目的とする。 
3． 評価の対象 

GCOM-W プロジェクトを評価の対象とする。 
4． 評価の実施体制 

GCOM-W プロジェクトは「我が国の地球観測における衛星

開発計画及びデータ利用の進め方について」（平成 17 年 6 月

27 日 宇宙開発委員会地球観測特別部会）に位置付けられた

気候変動・水循環分野に基づく最初の新規計画であり、「開発

研究」への移行に当たって評価すべき、目的（意義）、目標等

については、主たる利用者と想定される地球観測の各分野の研

究者の総意として確認しておくことが重要と考えられる。 
そのため、推進部会の下に、水循環変動観測衛星

（GCOM-W）プロジェクト評価小委員会（以下、小委員会と

いう。）を設け、各分野の専門家による評価を実施する。小委

員会の構成員は、別紙 1 のとおりとする。 
小委員会においては、次項の評価項目について評価を行い、

評価報告書をとりまとめる。とりまとめた報告書は、推進部会

に報告する。 
推進部会においては、小委員会の評価報告書を確認した上

で、「開発研究」への移行の妥当性について総合的に判断する。 
5． 評価項目 

今回の評価は「開発研究」への移行のための評価であるた

め、以下の項目のうち、企画立案フェーズの早い時期に評価す

ることが望ましい（1）から（4）について評価を行う。（5）
については、「開発」への移行の要望があった時点で評価する

ものであるが、今回は、「開発研究」への移行に当たり検討の

進捗状況を確認し、必要に応じ助言することとする。 
（1） プロジェクトの目的（プロジェクトの意義の確認） 
（2） プロジェクトの目標 
（3） 開発方針 
（4） 実施体制 
（5） その他 

・ システム選定及び基本設計要求 
・ 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等） 
・ リスク管理 
評価票は別紙 2 のとおりとし、小委員会の構成員は、JAXA

からの説明を踏まえ、評価票へ記入を行う。 
6． 評価の進め方 

時期 部会 小委員会 内  容 
6月 20日 第 2 回  GCOM-W プロジェクトについて 
6月 22日  第 1 回 GCOM-W プロジェクトについて 
7 月 4 日  第 2 回 評価報告書のとりまとめについて 
7 月 11 日 第 3 回  事前評価結果について 

 
7． 関連文書 

GCOM-W プロジェクトの評価に当たっての関連文書は、別

紙 3 のとおりである。 



別紙 1 
水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクト 

評価小委員会構成員 
（委  員） 
 主査   松尾弘毅  宇宙開発委員会委員 
      青江 茂  宇宙開発委員会委員 
      森尾 稔  宇宙開発委員会委員（非常勤） 
（特別委員） 
住明正 国立大学法人東京大学気候システム研究センター教授 
廣澤春任 宇宙科学研究所名誉教授 
水野秀樹 東海大学開発工学部教授 
淡路敏之 国立大学法人京都大学大学院理学研究科教授 
川村 宏 国立大学法人東北大学大学院理学研究科附属大気海

洋変動観測研究センター教授 
小池俊雄 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科教授 
中澤哲夫 気象庁気象研究所台風研究部第二研究室室長 
西尾文彦 国立大学法人千葉大学環境リモートセンシング研究

センター教授 
竹内義明 気象庁予報部数値予報課数値予報モデル開発推進官 
爲石日出生 社団法人漁業情報サービスセンター常務理事

別紙 2 
 

水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクト 評価票 
 

構成員名： 
 

1． プロジェクトの目的（プロジェクトの意義の確認） 
水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの目的が、

「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（総合科学技術

会議）、「地球観測の推進戦略」（総合科学技術会議）及び「宇

宙開発に関する長期的な計画」（以下、「長期計画」という｡）

において規定されている我が国における宇宙開発利用全体

の意義、目標及び方針等を踏まえ、長期計画のプログラム及

び「我が国の地球観測における衛星開発計画及びデータ利用

の進め方について」の開発計画に規定されているところに照

らし、的確に詳細化、具体化されているかについて評価して

下さい。 
 
□妥当   □概ね妥当   □疑問がある 

 

（上記の評価根拠等コメントを記入下さい｡） 
 
 

2． プロジェクトの目標 
ⅰ）GCOM-W プロジェクトにおいて設定された目標が具



体的に（何を、何時までに、可能な限り数値目標を付してど

の程度まで）明確となっているか、ⅱ）設定された目標が設

定された目的に照らし、要求条件を満たしているかを含め的

確であるか、ⅲ）その目標に対する成功基準が的確であるか、

について評価して下さい。 
目標が複数設定される場合にはそれらの優先順位及びウ

ェイトの配分が的確であるかを評価して下さい。 
 
□妥当   □概ね妥当   口疑問がある 

 
3． 開発方針 

GCOM-W プロジェクトの開発活動全体を律する基本的な

考え方ないし方針が設定された目標の達成に対し的確であ

るかを評価して下さい。 
評価に当たっては、「衛星の信頼性を向上するための今後

の対策について」で示された考え方を考慮して下さい。 
 
□妥当   □概ね妥当   □疑問がある 

 
4． 実施体制 

開発計画のうち実施体制が、設定された目標の達成に対し

的確であるかを評価して下さい。 
特に、共同開発機関や関係企業との責任分担関係及び

JAXA のプロジェクトチームに付与される権限と責任の範囲

が明確になっているかについて評価して下さい。 
 
□妥当   口概ね妥当   □疑問がある 

 

（上記の評価根拠等コメントを記入下さい｡） 
 
 

（上記の評価根拠等コメントを記入下さい｡） 
 
 

5． その他 
以下の項目については、「開発」移行段階で評価するもの

ですが、「開発研究」移行段階の状況を確認し、「開発研究」

に向け配慮すべき事項、助言等があれば記載願います。 
 

（1） システム選定及び基本設計要求 
システム（衛星を実現する技術的な方式）の選定及び基

本設計要求（基本設計を固めるに当たっての骨格的な諸条

件）の評価の際には、以下の点に着目することとしていま

す。 （上記の評価根拠等コメントを記入下さい｡） 
 
 

i） 関係する技術の成熟度の分析 
ii） コストも含めた複数のオプションの比較検討 



iii） システムレベル及びサブシステムレベルにおける、新

規自主開発、既存技術の活用（外国調達に関しては、信

頼性確保の方法含む）の適用方針 
上記においては、国内技術のみでなく、海外技術も検討の

対象に含みます。 
 

（2） 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画

等） 
 
（3） リスク管理 

主要な技術課題、プロジェクト、プログラムの観点にお

けるリスク管理の考え方 

 

別紙 3 
水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの 

評価に当たっての関連文書（抜粋） 
 

Ｉ．我が国の宇宙開発に関する基本的考え方 

●宇宙開発に関する長期的な計画 
（平成 15 年 9 月 1 日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通

大臣） 

 ２．我が国の宇宙開発の目的と基本方針 
（１）我が国の宇宙開発の目的 

 ○国民生活の豊かさの質の向上 
物質・精神の両面で一層快適で便利な生活を実現する

ため、宇宙開発により、高度情報通信ネットワーク社会

の形成といった知を基盤とした知識社会の実現に貢献

するとともに、人類の生存基盤や自然生態系に係わる地

球環境問題の解決につなげる。

 
Ⅱ．重点的に取り組む業務に係る目標と方向 
 １．社会的要請への対応 
 （１）地球観測 

ｉ）地球温暖化・水循環観測 
（重点的に取り組むプログラム） 
 ②水循環観測 

気象予報の精度向上、洪水や渇水等自然災害の監視、

地球規模の水循環の変動予測の実現のため、関係機関と

（上記に関する助言等を記入下さい｡） 
(1）システム選定及び基本設計要求 
 
(2) 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等）

 
(3) リスク管理 



協力して、霧雨等弱い降雨を含む降水量を全球規模で高

頻度に観測する衛星観測システムの開発・運用・高度化

を行うとともに、関係機関と協力して、観測データを即

時（リアルタイム）で提供できる体制を整備することを

目的とする。 
このため、全球規模での降水量を高頻度で観測する衛

星観測システムを開発し、その運用により衛星観測シス

テムによる気象予報の制度向上等への利用可能性を明

らかにする。さらに、継続的な観測により、水循環の把

握や変動予測に貢献するための技術基盤を確立する。 

 
2. 宇宙開発利用による社会経済への貢献 
（A） 安全・安心な社会の構築 

(4) 地球環境 
(b) 水循環変動把握への貢献 

水循環メカニズム解明に貢献するデータを取得すると

ともに気象予報精度の向上に資することを目的として、

熱帯域を中心とする衛星観測システムの運用を行うとと

もに、国際協力のもとでの今後の全球規模での降水観測

システムの実現に備え、降水観測の領域を熱帯域から全

球レベルに拡大し精度を向上した衛星観測システム（全

球降水観測システム（GPM））搭載二周波降水レーダ

（DPR））を開発する。 

 

●我が国における宇宙開発利用の基本戦略 
  （平成 16 年 9 月 9 日 総合科学技術会議） 

2. 宇宙開発利用の意義、目標及び方針 
（1） 意義 

③ 地球・人類の持続的発展と国の矜持への貢献 
 宇宙開発利用は、長期的視点から地球システムの持続的

発展を目指すため、地球環境の現状と人類活動の及ぼす影

響を全地球的規模で把握するために、もっとも有効な手段

である。また、フロンティアとしての宇宙への挑戦を続け

ることは、国民に夢と希望を与えるとともに、国際社会に

おける我が国の品格と地位を高めることにも大きく貢献

する。 

●独立行政法人宇宙航空研究開発機構が達成すべき業務運営

に関する目標（中期目標） 
（平成 15 年 10 月 1 日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通

大臣） 

（2） 目標 
③ 知の創造と人類の持続的発展 

 多くの人々に夢や希望を与えるべく、未知のフロンティ

アとしての宇宙に挑む。宇宙空間を探査し、利用すること

により、宇宙の起源、地球の諸現象などに関する根源的な

知識・知見を獲得する。さらに、地球の有限性が語られる

ようになった今日、宇宙からの視点を活用して、人類の活

動と地球環境との共生を目ざすとともに、更なる飛躍を求

めて、宇宙における人類活動の場を拡大する。 



（3） 方針 
 我が国の国際的地位、存立基盤を確保するため、諸外国

における宇宙開発利用の状況を踏まえつつ、我が国は人工

衛星と宇宙輸送システムを必要な時に、独自に宇宙空間に

打ち上げる能力を将来にわたって維持することを、我が国

の宇宙開発利用の基本方針とする。 
 そのため、技術の維持・開発においては、信頼性の確保

を最重視する。また、重要技術の自律性を高めるため、適

切な選択と重点化を行った上で、ソフト面も含めた基盤的

技術を強化するとともに、技術開発能力を維持する。 
 なお、研究開発目標の設定や研究開発計画の策定に関し

ては、利用者の要求を十分に反映することが可能となる仕

組みを構築する。 
 

4. 分野別推進戦略 
（1） 衛星系 

③ 地球観測 
 地球環境監視、国土保全、災害対策に資するもの、国際

間で協力して推進すべき観測、開発リスクの高いセンサな

どの開発については、原則として国が推進する。観測・セ

ンサ開発の進め方については、利用機関や関連コミュニテ

ィの要望を十分に踏まえつつ、適切な外部評価の下に透明

性を持って決定するとともに、その成果の社会還元を明確

にする。また、国が運用する衛星についても、そのデータ

の有償・無償の考え方について整理する必要がある。 
 …（略） … 

 継続的で長期的なデータを取得するため、以下のような

点に留意して、地球観測衛星の効率的な開発・運用を推進

する。その際、2004 年 4 月の地球観測サミットにおいて

採択された 10 年実施計画の枠組文書にも留意する。 
−

−

−

−

−

 利用者要求に基づき、観測項目の選定や重点化戦略

の策定を行う。 
 衛星の効率的な運用のため、継続的実用センサと研

究開発センサの相乗りや単機能衛星の群構成による

観測頻度向上（常時観測体制の実現）について検討

する。 
 データ利用促進のため、データ形式、フォーマット

は既存の枠組みを活用し、可能な限り共通化する。 
 気候変動メカニズムの解明と予測、気候変動影響の

検知と予測、災害の予知・予測など、科学的知見を

活用して実社会に役立つ情報を引き出し、その提供

を推進する。 
 国際的な協力関係に配慮するとともに、我が国の得

意分野を活かす。また、アジア地域への貢献として、

必要とされるデータの提供、センサの共同開発や宇

宙実証機会の提供などを考慮する。 

 

●地球観測の推進戦略 
  （平成 16 年 12 月 27 日 総合科学技術会議） 

III． 我が国の地球観測の推進戦略 



2． 戦略的な重点化 
（2） ニーズにこたえる戦略的な重点化 

① 水循環の把握と水管理 
 開発途上国を中心として世界各地で水不足、水質汚

染、洪水被害の増大等の水にかかわる問題が発生して

おり、今後水問題に起因する食料不足、伝染病の発生、

生態系の劣化等が顕在化し、水をめぐる国際的な紛争

がさらに深刻な事態となることが予想される。 
 水循環変動は大気・陸域・海洋の相互作用に複雑に

影響され、さまざまな時間・空間スケールで引き起こ

される。水循環にかかわる包括的な観測を組織的に行

い、適切な水管理に有用な情報を提供することは、市

民生活の安全性の確保のみならず、政治的・経済的な

安定に貢献するものである。 
 したがって、水循環データとその関連データの包括

的な収集と情報の共有・提供を促進する体制の整備が

望まれている。我が国においては、世界人口の 6 割を

擁するアジア地域の水問題の解決を目指して、アジア

モンスーン域の包括的な水循環観測データの整備を

行い、アジアモンスーンの変動についての理解を深め、

的確な水管理に必要な水循環変動予測の精度向上と

災害被害の軽減に寄与することが望まれる。 
 

IV． 分野別の推進戦略 
2． 地球規模水循環 
（1） 分野の観測ニーズと 10 年間の全体目標 

 水災害を防御し、陸水・地下水等の水資源を適切に利

用し、水環境を保全して、持続可能で望ましい水管理を

実現するために、国際協力の下で地球規模水循環の統合

観測システムの構築を図る必要がある。さらに、観測デ

ータと社会経済データの統合・融合を図り、危機管理、

資源管理及び環境管理における政策決定に資する情報

を提供する必要がある。 
（2） 今後 10 年間を目処に取り組むべき課題・事項 

① 地球規模水循環統合観測システムの構築 
 水循環変動の解明と予測に重要な地域に拠点観測

網を設けるとともに、広範囲を体系的にカバーする自

動観測による現地観測ネットワークを構築する。さら

に、降水、土壌水分、水蒸気等の水循環要素の衛星観

測能力を向上させる。これらを用いて、アジア全域に

広く影響を及ぼしているアジア・オーストラリアモン

スーンとその水循環変動及びユーラシア高緯度地域

における水循環変動を観測するシステムを構築する。 
 

 

●衛星の信頼性を向上するための今後の対策について 
  （平成 17 年 3 月 18 日 宇宙開発委員会 推進部会） 

3． 調査審議の結果 
（1） JAXA の衛星開発に関する基本的な考え方 

i） 目的を明確に区別した衛星開発の徹底 



• 今後の衛星開発においては、実利用の技術実証を主目

的とするものと、技術開発自体や科学を目的とするもの

を峻別して、その衛星の開発計画を企画立案する。 
 

ii） 目的に応じた衛星の開発 
① 実利用の技術実証を主目的とする衛星の開発 

（ア） 信頼性の確保を全てに優先させて、衛星の開発計画を

企画立案し、衛星開発を進める。 
（イ） 上記（ア）を前提に、衛星のミッションを設定するに

当たっては、社会への還元を基に、エンドユーザの要

求を重視する。 
（ウ） バスについては、できる限り既存技術を活用し、信頼

性と安定性のあるバスを確立することを目指した開

発を行う。 
 具体的には、その都度に設定されたミッションの要

求内容に対応したものとするのではなく、原則として、

既存技術を主に活用した概ね同一形態のバスを繰り

返し使用し、それを通じて将来的に実利用の技術実証

を主目的とする衛星の分野で主力となる信頼性と安

定性のあるものを確立することを目指した開発を行

う。 
 ただし、その時々の技術の進展を無視すべきではな

く、漸進的な範囲で適宜その反映を図るべきであり、

また、ミッションの要求内容によってその範囲を超え

る新規技術の導入が不可避である場合には、宇宙開発

委員会の事前評価の段階でその必要性を十分吟味の

上、地上試験や解析等を入念に行い、採用することも

あり得る。 
（エ） 当面のJAXAの衛星開発において最も大切なことは、

上記（ウ）のバスを早急に確立することである。現時

点で、信頼性において実績のあるバスは中型衛星バス

であり、かつ、当面は中型衛星の需要が見通されてい

ることから、衛星の信頼性が向上し、実績が積まれる

までは、この分野の衛星については中型衛星（軌道上

初期で 2 トン程度のもの）中心の開発を行う。また、

これにより、ミッションから得る利益の逸失に対する

リスクが分散されることとなる。 
（オ） ミッション機器の開発については、我が国の強みと独

自性を活かすべく、先端性のあるものを指向する。 
 
iii） 開発期間の短縮 

• 先ず、予備設計の前（研究の段階）に十分な資源を投

入するとともに、計画の企画立案時には、プロジェク

トの目標を明確にした適切な開発計画を立て、プロジ

ェクト全体の技術的な実現可能性についての検討及

び審査を徹底的に行うことが必要である。予備設計を

開始する時点では、既に重要な開発要素は概ね完了し、

その他の要素についてもその後の開発研究及び開発

の段階で解決すべき課題とその解決方法が見通せて

いることが必要である。 
• 今後の衛星の開発期間（予備設計が開始され、開発が

終了するまでの期間）を、計画段階において 5 年程度



以内を目途とし、その実現を図っていく。ただし、信

頼性を一層向上する等の観点から、真に止むを得ない

場合にあっては、宇宙開発委員会における計画の事前

評価の段階でその必要性を十分に吟味の上、この期間

を超えることもあり得る。 
 

 
4. 我が国における地球観測衛星の開発計画 
（1） 我が国が主体的に全球地球観測の推進を提唱し、また

GEOSS構築への積極的な貢献を諸外国から期待されてい

ることに鑑みれば、衛星観測と現場統制を統合した地球観

測システム実現のための取組みを政府が主導して強化し

ていかなければならない。従って、地球観測衛星について

も、引き続き政府主導の下に開発を推進することを基本と

すべきである。 
 また、地球観測システムを我が国の社会インフラとして

捉え、データ取得・提供の長期継続性と運用の自立性を前

提として、衛星開発計画を立案し、推進する必要がある。 
 さらに、我が国が持つ技術の強みを活かして独自性をさ

らに発展させるとともに、他国の計画とも有機的な連携を

図り、国際的なリーダーシップを発揮すべきである。 

 
（2） 具体的な開発計画 

② 気候変動・水循環分野及び地球温暖化・炭素循環分野 
 気候変動・水循環分野及び地球温暖化・炭素循環分野で

は、地球の状態の全体像を把握するための多様な情報が必

要であることから、可視・赤外域からマイクロ波に至る広

い波長領域に対応するセンサによる観測が求められてい

る。 
 従って、「みどりⅡ」に搭載された多波長放射計及びマ

イクロ波放射計の後継となるセンサを開発して長期継続

的なデータ取得を行う。 
 

 

●我が国の地球観測における衛星開発計画及びデータ利用の

進め方について 
（平成17年6月27日 宇宙開発委員会 地球観測特別部会）

 ●分野別推進戦略 
  （平成 18 年 3 月 28 日 総合科学技術会議） 

III． 環境分野 
3． 戦略重点科学技術 
（2） 戦略重点科学技術 

 
水・物質循環と流域圈研究領域においては、 
• 地球・地域規模の流域圏観測と環境情報基盤 
• 自然共生型流域圈・都市実現社会シナリオの設計 

が戦略重点科学技術である。健全な水・物質循環と持続的

な水利用を実現するに当たって必要な自然と人間活動に関

わる環境情報を獲得する課題、並びに、水資源、自然災害、



生態系、食料生産、人の健康、都市問題や人間社会のあり

方そのもの等、さまざまな社会問題と関わる重要な課題を

選定した。 
 国際的には、「全球的な水資源管理の向上及び、水循環の

理解」は我が国が執行委員国を務めるGEOSSの地球観測

に関する政府間会合（GEO）において重点項目として認定

され、水循環の全地球的な変動と流域・局所的な変動を統

合した観測・研究・技術開発をGEOSS計画期間（2006－
2015 年）に進めることが必要である。また、アジア、アフ

リカの途上国を中心として、水需要の増大に伴う水不足、

水質汚濁と衛生問題、水災害の激化、自然生態系の破壊な

どがさらに深刻さを増しており、持続可能な開発のための

世界サミット（2002 年 9 月、ヨハネスブルグ）などでは、

途上国を含む全世界で安全な水や適切な衛生施設へのアク

セスを確保することが国連ミレニアム開発目標以来の課題

となっている。一方で、我が国は世界に先駆けて急激な人

口増加と経済発展を遂げ、今では人口の減少期に入ってい

るが、流域圈・都市等の水環境、生態系環境においていま

だ解決すべき多くの課題を抱えている。すなわち、世界的

にも国内的にも、環境負荷が低くかつ災害に強い、自然と

共生する流域圈を実現するための技術開発が喫緊の課題と

なっている。これらの研究開発は、我が国における水・物

質循環と流域圈に関わる問題解決という社会・国民のニー

ズに応えるとともに、アジア途上国等に対して我が国のリ

ーダーシップを確保する戦略の上で、水問題の解決は鍵と

なる技術である。

 
VIII． フロンティア分野 
3． 戦略重点科学技術 
（2） 戦略重点科学技術の選定理由と技術の範囲 

（国家基幹技術） 
海洋地球観測探査システム 
 地球規模の環境問題や大規模自然災害等の脅威に自律的

に対応するとともに、エネルギー安全保障を含む我が国の

総合的な安全保障や国民の安全・安心を実現するためには、

広域性、同報性、耐災害性を有する衛星による全地球的な

観測・監視技術と、海底の地震発生帯や海底資源探査を可

能とする我が国独自の海底探査技術等により「海洋地球観

測探査システム」を構築し、全地球に関する多様な観測デ

ータの収集、統合化、解析、提供を行っていく必要がある。

このシステムは、我が国周辺及び地球規模の災害情報や地

球観測データ等をデータセットとして作成・提供するもの

であり、我が国が災害等の危機管理や地球環境問題の解決

等に積極的かつ主導的に取り組むための基盤となるもので

ある。 
 我が国の安全保障・危機管理等に関する情報を独自に持

つための技術は、総合科学技術会議が「我が国における宇

宙開発利用の基本戦略」において宇宙開発利用の基幹技術

として位置付けている。また、地球温暖化にかかわる現象

解明・影響予測・抑制適用や地震・津波被害の発生メカニ

ズム解明等は、総合科学技術会議の「地球観測の推進戦略」

において戦略的な重点化のニーズとして示されている。こ



れらに資する海洋地球観測探査システムは国家的な長期戦

略に合致するものであり、国家基幹技術として位置付ける。 
 海洋地球観測探査システムには、以下の技術が含まれる。 
○ 次世代海洋探査技術 
○ 以下の課題のうち、衛星による地球環境の観測に係る

研究開発及びデータ統合・解析システムの技術開発に

関するもの【環境分野】 
 衛星による温室効果ガスと地球表層環境の観測 
 地球・地域規模の流域圈観測と環境情報基盤 
 マルチスケールでの生物多様性観測・解析・評価 

○ 災害監視衛星利用技術【社会基盤分野】 
 

 
2． 分野横断的事項 
（3） 基盤的技術開発 

以下では、推進戦略で示されている 5 つの重点ニーズと

15 の分野に関する分析の過程で、特に平成 19 年度等に取

組む必要があるとされた、地球観測のための基盤的な技術

の開発について、リモートセンシング、現場観測、データ

のアーカイブ・通信に関するものに分けて整理した。 
（i） リモートセンシング 

• 地球環境変動観測ミッション（GCOM）プロジェク

トの着実な推進（温暖化） 
 
3． 5 つのニーズに対応した重点的取組み 
（2） 水循環の把握と水管理 
（i） アジアモンスーン域の包括的な水循環観測データ整備 

② 衛星観測 
衛星観測については、現状では、静止気象衛星や

TRMM の衛星レーダ観測があるが、高緯度地方に対す

る観測が不十分、変動の激しい降水に対しては観測頻度

が不十分、海域上に比べて陸域上での観測精度が不十分、

局地的な洪水予警報や水資源計画・管理の問題に対処す

るには分解能（時間、空間）が不十分、気候変動に伴う

水循環変動の実態を把握するには均質なデータの蓄積

期間が十分でない、衛星による土壌水分量の空間的に均

質な全球の観測がなく精度向上が必要、といった状況に

ある。このため、今後の、…（略）… 

●平成 19 年度の我が国における地球観測のあり方 
（平成 18 年 5 月 25 日 科学技術・学術審議会 研究計画・

評価分科会 地球観測推進部会） 

• 地球環境変動観測ミッション（GCOM）による水蒸

気、降水、土壌水分等の水循環に関する長期継続的

な観測のための同プロジェクトの着実な推進といっ

た中期的な展開を見据えつつ、特に平成 19 年度にお

いては、 
• 降水レーダ、マイクロ波放射計、合成開口レーダ、

可視・赤外イマージャ等の開発研究 
• 降水量の高頻度、高分解能観測手法と土壌水分観測

手法の高精度化に関する開発研究を行うことが必要



である。 
（中略） 

（4） 風水害被害の軽減 
（ii） ）衛星観測等による、自然災害が頻繁に発生する地域

の重点的な観測の実施現状では、WMO の枠組みにより、

静止気象衛星の世界 6 機体制による全球毎時観測や、極

軌道衛星等の地球観測衛星による様々な物理量の観測が

行われているが、より一層の高空間分解能・高頻度な観

測の実施が必要である。また、夜間・荒天時の観測が実

施できていないことから、合成開口レーダやマイクロ波

による観測が必要である。さらに、全球降水観測計画

（GPM）による降水の高頻度・高精度観測、地球環境変

動観測ミッション（GCOM）による降水・水蒸気量、積

雪、波浪、海面水温等の観測が必要である。 
 
1. 15 分野における地球観測の推進 
（1） 地球温暖化 

地球温暖化分野においては、特に平成 19 年度には、以

下の観測等を重点的に進めるべきである。 
  ＜全球的把握＞ 

• 温室効果ガスの全球的な計測を行う GOSAT 衛星の平

成 20 年度の打ち上げに向けた研究開発の推進、全球の

降水を観測する GPM 衛星観測プロジェクトの実施、地

球表層環境の変動にかかわる各種パラメータを観測す

る GCOM プロジェクト計画評価に基づく推進 
 

（参考 3） 
 

水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの 
事前評価に係る 

水循環変動観測衛星プロジェクト評価小委員会の 
開催状況 

 
 
【第１回水循環変動観測衛星プロジェクト評価小委員会】 
日時：平成 18 年 6 月 22 日（木）10：00～12：00 
場所：三番町共用会議所 大会議室 
議題：（1）宇宙開発に開する重要な研究開発の評価について 
   （2）水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの

事前評価について 
   （3）その他 
 
【第２回水循環変動観測衛星プロジェクト評価小委員会】 
 日時：平成 18 年 7 月 4 日（火）10：30～12：15 
 場所：経済産業省別館 10 階 1020 会議室 
 議題：（1）水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクト

の事前評価について 
    （2）その他 



付録１ 
 

水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの 
評価票の集計及び意見 

 
評価結果 

 妥当 概ね妥当 疑問がある

1 プロジェクトの目的 
（プロジェクトの意義の確認） 

10 2 0 

2 プロジェクトの目標 7 5 0 
3 開発方針 6 6 0 
4 実施体制 5 7 0 
5 その他 － － － 

 

 
１ プロジェクトの目的（プロジェクトの意義の確認） 

水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトの目的が、

「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（総合科学技術会

議）、「地球観測の推進戦略」（総合科学技術会議）及び「宇宙

開発に関する長期的な計画」（以下、「長期計画」という。）に

おいて規定されている我が国における宇宙開発利用全体の意

義、目標及び方針等を踏まえ､長期計画のプログラム及び「我

が国の地球観測における衛星開発計画及びデータ利用の進め

方について」の開発計画に規定されているところに照らし、的

確に詳細化、具体化されているかについて評価して下さい。 

 
 妥当 概ね妥当 疑問がある 

1 プロジェクトの目的 
（プロジェクトの意義の確認）

10 2 0 

 
評価根拠のコメント 
【妥当】 

• AMSR-E などで、センサとしては、世界的な評価を得て

いるので、今後、引き続き日本のお家芸にすることが必要で

あろう。 
• 地球環境変動観測ミッションの気候変動・水循環分野にお

ける背景と位置づけ及び国内外の利用機関・関係機関の要請、

ならびに我国の衛星観測計画及びデータ利用の進め方を的

確に具体化しており、プロジェクトの目的は妥当であると判

断される。 
• 衛星搭載マイクロ波センサは、放射計、散乱計、降雨レー

ダ、探査計などと数多く存在し、地球観測に利用されている。

とりわけ、放射計は、特に水物質に関連したさまざまな物理

量を算出することができるだけでなく、海面水温や海上風速

の算出もできるなど、大変優れた特長を有している。 
 こうしたセンサの特長を生かして、水循環変動観測衛星

（GCOM-W）が、国内的には、第 3 期科学技術基本計画で

示された気候変動研究領域や水・物質循環と流域圏領域など

の推進すべき課題に積極的に貢献し、国際的には、全球地球

観測システム（GEOSS）の中で、重要な役割を演じるもの

と考えられる。 



 したがって、本プロジェクトは、国内的、国際的な宇宙開

発利用計画に沿って具休化されており、妥当なものである。 
• 水循環変動観測衛星（GCOM-W）プロジェクトにおいて

設定・提示された目的は、我が国における宇宙開発利用なら

びに地球観測の推進等における基本戦略に規定されている

目標、方針等に則るとともに、宇宙開発委員会地球観測特別

部会において審議された「我が国の地球観測における衛星開

発計画およびデータ利用の進め方について」を十分に踏まえ

て具体化していると認められる。 
 GCOM-W は、基本的には既に十分な軌道上実証がなされ

たと言える観測センサ（AMSR、AMSR-E を踏襲）によっ

て観測を行うものであり、ミッションの目的は、ほぼ完全に

利用実証と現業分野への直接的貢献を目指すものとなって

いる。掲げられた目的は妥当であり、ミッションの目指すも

のが、利用実証と気候、気象、漁業、海上保安等の分野での

利用を中心とする五つの項目として、具体的、明確に示され

ている。 
 地球観測衛星の計画では、その全地球的な性格から、国際

的な位置づけおよび国際貢献度の高さを確認しておくこと

が重要である。GCOM-W および GCOM-C を併せた GCOM
ミッションの全地球観測システム（GEOSS）10 年実施計画

に対する位置づけ、そこにおける意義は明確に示されており、

今回の評価の対象である GCOM-W が、搭載する観測シス

テム（マイクロ波放射計）の実績と先進性、海外における同

種センサ搭載観測衛星計画に大きく先行するものであるこ

と、等から、大きな国際的な貢献が期待できる計画である、

と判断される。 
• （1）目的において、①衛星データの長期間の継続性、②

衛星データの他の観測・数値データとの統合的な利用提供、

③長期気候変動への貢献、④現業実利用分野への貢献、将来

へ向けての⑤新たなデータ解析手法の研究・実証などが具体

的に挙げられていることは評価できる。 
（2）現業分野へは、気象予報、漁業情報提供、海路情報管

理、災害などに具体的な目的が的確化されている。 
（3）「みどりⅡ」から引き続いた後継となるセンサで、長

期継続性に特に配慮が払われている。 
（4）以上の点において、目的が的確に詳細化、具体化され

ていると判断し、妥当とした。 
• 人類の生存基盤や自然生態系に係わる地球環境問題の解

決につなげる科学技術開発が求められている。地球環境の現

状と人類活動の及ぼす影響を全地球的規模で把握する上で、

衛星観測手法は大きな利点を有する。これを最大限に活用す

るためには、利用者の要求を充分に反映しなければならない。 
 我が国の地球観測推進戦略の最重要課題である地球温暖

化や水循環変動は、大気・陸域・海洋の相互作用に複雑に影

響され､様々な時空間変動を含む。したがって、その実態を

把握し、メカニズム解明に貢献し、数値予測の精度向上に供

するためには、大気・陸域・海洋に関わる様々な観測項目を

総合的に取得できる衛星センサが望ましい。 
 気象予報の精度向上、洪水や渇水等自然災害の監視、地球

規模の水循環の変動予測に供するためには、降雨現象に充分

な感度を有し、雲に影響を受けることなく、全球を観測でき



るセンサが求められる。この用途に適したセンサとして、マ

イクロ波放射計に勝るものはない。 
 我が国は、MOSⅠ衛星以来、マイクロ波放射計の開発を

継続して進め、AMSR、AMSR-E で大きな成功を収め、こ

れが衛星地球観測システムの重要な構成要素たることを実

証した。また、2002 年以来、AMSR-E（一部、AMSR と並

行して）による全球観測を継続しており、気象予測をはじめ

とした様々な地球観測分野（海洋、陸域、雪氷圈、大気科学）

に大きな影響を与えた。これを、時間的な観測空白なく続け

て、世界に貢献するのは我が国の重要な責務であり、また、

総合科学技術会議において策定された様々な戦略に適う。 
 GCOM-W プロジェクトの目的は、的確に詳細化、具体化

されていると考える。 
• GCOMは、GEOSSに対するわが国の貢献3分野である、

災害の防止・軽減、地球温暖化・炭素循環変化、気候変動・

水循環変動のいずれにも関わりが深いが、特に気候変動・水

循環変動に重点を置いたミッションといえる。これらは、「進

め方」の開発計画の中で貢献分野毎の衛星計画として明記さ

れており、これを的確に詳細化、具体化したものである。 
 GCOM-C がエアロゾル、雲、植生（地上バイオマス）を

対象としているのに対し、GCOM-W は降水量、水蒸気量、

海面水温、海氷、積雪、土壌水分などを対象とし、両者の役

割は相補的な関係にある。従って、GCOM-W と GCOM-C
によって同時期に長期継続観測することにより、地球規模で

の気候変動や水循環変動のメカニズムの把握に大きく貢献

できると考えられる。 

 さらに、GCOM-W の AMSR2 は、GPM 計画で用いられ

る衛星搭載降水レーダを媒介として諸外国のマイクロ波放

射計と併用することにより、極軌道衛星でありながら高頻度

での観測が可能となることから、｢進め方｣に記述があるとお

り、気象予測などへの実利用についても大きな寄与が期待さ

れる。 
• 人類の生存、活動可能性と不可分な水循環変動を地球規模

で観測し、地球環境監視、国土保全、風水害対策に資する情

報を国が責任を持って実施するという「我が国における宇宙

開発利用の基本戦略」（総合科学技術会議）の方針に従って、

「地球観測の推進戦略」（総合科学技術会議）にて喫緊に取

り組むニーズとされた「水循環の把握と水管理」および「風

水害の軽減」に直接貢献できるプロジェクトであり、「我が

国の地球観測における衛星開発計画及びデータ利用の進め

方について」での計画を具現化できる長期計画と判断できる。 
 現在運用されている最先端のマイクロ波放射計 AMSR-E
を開発し、その科学的、社会的利用を推進してきたわが国独

自の科学技術をもって、わが国が先導的に推進している

GEOSS の実現をめざすために、重要な役割を担っていると

判断する。 
• 地球温暖化、水循環観測は、「長期計画」において「国際

的な枠組での取組等を踏まえ 3 つの観測に重点化して取組

む」とあるところであり、本プロジェクトは本委員会地球観

測特別部会の審議を踏まえ、国際的にはいわゆる貢献 3 分

野の一翼を担うもので、目的は妥当である。 
【概ね妥当】 



• 全球地球観測システム（GEOSS）10 年実施計画の中で、

我が国が貢献可能な分野を整理し、GCOM の役割を明確に

位置づけている。その内容から判断して本プロジェクトの目

的は概ね妥当と考える。 
• 長期推進戦略において、継続して（15 年）供給する衛星

データであることを位置づけることが重要ではないのだろ

うか。評価の議論の過程で開発の要素が強調され、継続して

提供する基盤的な衛星観測情報であることの論点がブレル

ことが時にあることが感じられる。 
 AMSR2 のマイクロ波センサの情報は、少なくとも 5～10
年は、SSM/Ｉに比して精度・分解能の高いマイクロ波デー

タで、水循環などの課題に向けて質の高い、重要なセンサで

あると考えられる。 
 
２ プロジェクトの目標 

ｉ）GCOM-W プロジェクトにおいて設定された目標が具体

的に（何を、何時までに、可能な限り数値目標を付してどの程

度まで）明確となっているか、ii）設定された目標が設定され

た目的に照らし、要求条件を満たしているかを含め的確である

か、iii）その目標に対する成功基準が的確であるか、について

評価して下さい。 
目標が複数設定される場合にはそれらの優先順位及びウェ

イトの配分が的確であるかを評価して下さい。 
 妥当 概ね妥当 疑問がある

2 プロジェクトの目標 7 5 0 
 

評価根拠のコメント 
【妥当】 

• 現在可能な技術によって USER NEEDS を確実に満たす

という点では、地上系も含めて評価できる。 
 第二弾、第三弾と長期に亘る計画であることを考えると､

現在は得難い計測データ、若しくはプロダクトについても可

能性を広げる意味で（例えば海上の風向、曇天時、降雨時の

海面温度 etc.も可能となるような）、リモートセンサ、関連

アルゴリズム等の開発も並行して行なっていただきたい。 
• 目標の 1 から 4 は適切かつ具体的に設定がなされており、

妥当であると判断されるが、目標 5 については、今後 10 年

から１5 年を視野に入れた研究開発の進展及び国内外の利

用機関から要求されるであろう観測データのニーズを想定

して、柔軟かつ可能な限り具体的に記載されることが望まれ

る。例えば、社会活動との接点の大きい海上風についていえ

ば、複数のセンサーデータを融合して、風速値＋風向からな

る海上風ベクトルデータを算出するというのは、衛星データ

の利用価値を高める近未来の研究開発目標として適切で、ニ

ーズも多いと思われる。 
• 継続観測システムの構築、統合データの提供、長期気候変

動予測、気象・漁業・海上保安等実利用のためのデータの配

信などの主たる目的に関して、提案において掲げられた

GCOM-W 第 1 期の目標は妥当であり、それらと、10 年以

上を見通した「最終的な目標」との対応付けも妥当である。 
 ミッションの成功の度合いは、本来は、気候変動・水循環

メカニズムの解明等におけるデータ利用ならびに気象予報、



漁業などでの実利用、における成果から判断されるべきもの

である。しかし、現段階においてそれらを定量化することは

現実的でなく、GCOM-W 第 1 期のサクセスクライテリアと

して、生成プロダクトの精度ならびにデータ提供の実時間性

に主眼をおいて数値目標を設定し、達成度を判断することと

している点は妥当である。 
 なお、上に述べたような諸利用における実成果に関して、

10 年以上に及ぶ長期ミッションの主要なエポック毎に（例

えば 4～5 年ごとに）、プロジェクトとして、関係する研究

利用機関－実利用機関の協力のもとにレビウを行い、ミッシ

ョン本来の目標の達成の度合いを確認し、ミッションを継続

していくに当たっての改善点の抽出、ならびに新たな視点の

取り込み、などを行っていくことが肝要である。 
 また、数値目標として設定される生成プロダクトの精度に

関しては、数値自体、現段階では TBD と記されている｡今

後、それらの決定値を提示していくに当たっては、積算水蒸

気量等々の二次生成物の精度向上（「目標」値の達成）に関

して、一次観測量である輝度温度の精度向上が二次生成物の

精度向上に直接繋がる面、ならびに二次生成物自体の導出ア

ルゴリズムの改善・高度化によって達成される面、について

の注釈を付記することが達成度理解の助けになると考える。 
 付記 
 プロダクトの精度に関する評価において、精度を「標準」

と「目標」に区分けし、TBD としてはあるが、「標準」と「目

標」に関して数値を挙げている。これらの精度を示す一覧表

に関して、二点、指摘しておきたい。 

（1）輝度温度は観測センサの出力である一次データ、一方、

その他（積算水蒸気量から土壌水分量まで）は、輝度温度デ

ータ（複数周波数データの組み合わせを含む）を用いて、各

種変換アルゴリズムを介して導出される二次生成物である。

搭載観測センサ自体の高精度化に係わる前者と、アルゴリズ

ムに係わる後者とを、プロダクト精度の議論において、区別

して提示しておく方が、より適切と思う。（p.14 の表

「GCOM-W 観測プロダクト」についてであり、P.13 のサク

セスクライテリアの表についてのコメントではありませ

ん。）二次生成物では、観測センサ出力である輝度温度の「目

標」精度が達成されることによって自動的にそれらの精度が

向上する、という面と、それとは別に、アルゴリズム自体の

改善・高度化によって精度が向上する、という二つの面があ

ると考えられる｡このことについての注記が必要と思う。 
（2）AMSR、AMSR-E で達成している精度に対して、「標

準」はどのようなレベルか（同等か？）。「目標」に関しては、

どの程度にチャレンジングであるかについての注釈がほし

い。 
• （1）目標に関して、具体的に①継続性１3 年、②モデル

の精度を半分（1 度以下）程度、③実利用に関しては気象庁、

海上保安庁、漁業情報サービスセンターなど具体的な利用機

関の名称が示され、目標が明確にされている。 
（2）ただ、細かく言えば、④将来的な新たなデータ解析手

法の研究・実証に関しての項目のみが具体性にかける。将来

とは何年先か、新たなデータ解析手法の研究・実証とは、例

えばどんなものがあるか、具体的な例の記入が欲しい。 



（例）海洋立体構造モデルの開発 
（衛星観測は海洋の表皮水温データのみであり、地球システ

ムモデルに活用するには、海洋で多くの体積を占める下層水

温構造を知る必要がある。アルティメータ（海面高度計）等

のデータ複合モデルからの下層水温の推定手法を開発し、エ

ルニーニョ、ラニーニャの判断にも役立てるなど新規プロダ

クト生成が必要） 
（3）GCOM-W の観測プロダクトに関しても、対象領域、

解像度、精度、計測範囲など数値化されている。 
（4）データ配信時間目標も、漁業情報サービスセンター1.5
時間までに配信と、具体的に示されている。 
• ｉ）設定された目標が具体的に明確となっているか？ 
 設定された最終的目標（社会インフラ実証、国際分担遂行、

IPCC 貢献、現業業務貢献、持続的システム実現）は、いず

れも妥当なものであり、GCOM 第一期目標も妥当に位置づ

けられている。これらに関する具体的な数値として、観測精

度、データ配信時間が明示されている。 
ii）設定された目標が設定された目的に照らし、要求条件を

満たしているか？ 
 主要なプロダクト（標準）である、輝度温度、積算水蒸気

量、積算雲水量、降水量、海面水温、海上風速、海氷密接度、

積雪量、土壌水分量の目標精度は、これまでの AMSR / 
AMSR-E の経験から考えて妥当であるが、GCOM-W では

さらなる精度向上を希望する。 
 データ配信に関して設定された時間目標は、これまでに比

べて大幅に向上しており、様々な応用業務の要求要件に十分

適う。 
iii）その目標に対する成功基準が的確であるか？ 
 GCOM 第一期のサクセスクライテリア（標準精度達成、

目標配信時間内配信、配信継続）は、数値目標を示し、明確

に定義されている。 
iv）目標が複数設定される場合にはそれらの優先順位及びウ

ェイトの配分が的確であるか？ 
 ミッション目的の達成目標 5 項目の順番で優先順位とす

れば、概ね妥当。ウェイトの配分については明記されていな

いので、判断できない。達成目標の上位 4 項目に重点が置

かれるべきである。 
• 「長期計画」では降水観測に重点が置かれていたが、降水

に加え、水蒸気、雲水、積雪、土壌水分、海氷などの水循環

要素全体と、海面水温、海上風速など水循環変動を考える上

で必要となる境界条件をも含む地球規模水循環観測を目標

としている。これを科学的、社会的に有用な精度で長期継続

し、地上観測データ、他の衛星観測データ、モデルなどと組

み合わせて、気候変動メカニズムのプロセス研究やモデル開

発など科学的目的と、データ配信時間目標を設定して現業利

用による社会的目的に資することが明示されており、かつそ

の達成度クライテリアが明確に示されており、妥当と判断さ

れる。 
 あえて付け加えるならば、データ同化に関する昨今の科学

技術の進歩、AMSR-E データを用いた先導的研究成果、ESA
の SMOS 計画などではデータ同化を前提とした目標設定を

していることなどに鑑みて、研究プロダクツとして同化プロ



ダクツを明示することも考えられる。 
• 目的と目標の分離は、なかなか厄介な仕事である。資料推

進 2-1-2 P.8 の表においても、3 を除いては、ミッション目

的と最終的な目標はほぼ同一であり、これでは「設定された

目標が設定された目的に照らし、要求条件を満たしているか

を含め的確であるか」を判断することなど無意味である。と

はいえ、無理して分離することもないと考えれば、妥当であ

る。 
【概ね妥当】 

• 目標としては、妥当であるが、実行面での信用が今ひとつ

ない点が問題。具体的には、故障などの失敗についての対応

策の準備と、成果を得るための、具体的な研究プログラムに

関して不安が残る。 
• 5 つの目的（長期継続観測、利用者提供、気候予測精度向

上、現業貢献、新たな解析手法研究）と、最終的な目標、そ

して、GCOM 第 1 期の目標は、それぞれ概ね妥当なものと

考える。このうち、特に、長期継続観測と現業貢献について

は全く問題はない。しかしながら、2 番目の利用者提供の「統

合的に解析できるような形態として利用者に提供」との文言

がどのような意味なのかが理解できない。このミッションと

して、衛星で得られるデータ以外のものまで責任を持てるの

かどうか、やや不透明な部分はないのだろうか。3 番目の気

候予測精度向上では、最終的な目標で、「気候変動を抑制す

る政策立案を支えるツールとなれることを実証」の部分を

「気候変動に関する我が国としての政策立案に貢献する」な

どと修文してはどうか。一番わかりにくいのが、5 番目の新

たな解析手法研究である。ここは、目的、目標ともに、漠然

とした設定しかされておらず、成功基準が不明確であるため、

評価する段になって、きわめて評価を行うことが難しいこと

になりはしないか。 
• i）目標が具体的に明確になっているか 
 概ね明確である。 
ii）設定された目標が設定された目的に照らし、要求条件を

満たしているかを含め的確であるか 
 ①、②、④は的確 
 ③に記述されている「短期の予測精度向上の実証」と、目

的である「長期気候変動の予測精度向上への貢献」は整合し

ていない感じを与える。なぜ「短期の予測精度向上」が「長

期気候変動の予測精度向上」に結びつくのかわかるように記

述すべき。また、「観測有効性」も何に対する有効性なのか

を明記すべき。 
 ⑤については、目的が「データ解析手法の研究・実証」で

あるのに対し、目標が「新規プロダクトの生成」となってお

り、整合していない。 
iii）成功基準が的確であるか 
 第 1 期のサクセスクライテリア（p13）、観測プロダクト

（p14）、データ配信時間目標（p15）ともに、ADEOS-Ⅱな

どの実績や利用機関との調整に基づいて設定されており、的

確である。 
• GCOM-W（第一期）の目標設定としては概ね妥当と判断

する。 
• 成果目標に、GCOM-Wによる全休的な植生分布などを把



握し、CO2の吸収源保全に利用などの項目は、実現可能でし

ょうか。まして、数値目標などの評価は困難ではないでしょ

うか。他のセンサとの複合的な、まだ、研究開発的な要因が

大きい項目のように思いますが、いかがでしょうか。 
 
３ 開発方針 

GCOM-W プロジェクトの開発活動全体を律する基本的な

考え方ないし方針が設定された目標の達成に対し的確である

かを評価して下さい。 
評価に当たっては、「衛星の信頼性を向上するための今後の

対策について」で示された考え方を考慮して下さい。 
 

 妥当 概ね妥当 疑問がある

3 開発方針 6 6 0 
 
評価根拠のコメント 
【妥当】 

• GCOM-C 等の一連の衛星観測計画との調和性、信頼性の

向上とコストパフオーマンス、およびリスク対策などをふま

え、開発方針は的確に設定されていると判断される。 
• 6 機の衛星により 10 年以上に渡って長期継続観測を行う

ことを目指す GCOM プログラムにおいて、そのスタートで

ある GCOM-W の開発においては、特に、衛星の信頼性の

確保と、継続する GCOM-C と関連づけた衛星開発・製作を

如何に有効に行うか、が最も大きな課題と見なされるが、プ

ロジェクトの提示した開発活動全体に関する基本的考え方

はその点を十分に認識しているものと認められる。 
 観測センサ（AMSR2）は AMSR、AMSR-E を踏襲する

ものとなるが、検討されている信頼性維持、性能向上等に係

わる方策は妥当なものである。 
 本ミッションの主目的であるデータ利用に関する開発方

針も、適切に設定されていると認められる。 
 なお、上にも言及したが、GCOM-C（さらには、その先

の後続機）との間で、衛星の開発・製作をいかに有効－適切

に関連付けていくか、それをいかにコスト削減、信頼性向上、

開発期間短縮などに繋げていくか、は今後、重点的に検討を

行っていくべき課題と言えよう。 
• （1）「きく 6 号」「みどり」「みどりⅡ」及び「のぞみ」

のあいつぐ運用異常のもとに、信頼性の向上について十分に

検討がなされていると解釈された。 
（2）エンドユーザの声を聞いた実利用の技術実証を主目的

とする衛星の開発は、単に実利用に役立つばかりでなく、開

発段階からユーザの顔を思い浮かべながらの開発であり、ま

た実社会と直結した開発であることから自ずと気持ちの入

れ方が従来とは異なるものと確信する。 
（3）当然ながら、打ち上げ時には関係者ばかりでなくエン

ドユーザも打ち上げスタッフの一員の気勢で望まなければ

ならない。 
（4）これらのことによって、信頼性の確保であるカネ・モ

ノ・ヒトのうちヒトの部分が備わると考えられる。 
（5）以上のことから、従来ユーザの入らない一部専門家が

10 年という長い年月をかけ、衛星を打ち上げた段階では諸



外国でもっと良いセンサがあり、打ち上げ者主導でデータ利

用を強いる体制とは、根本的に異なり、「衛星の信頼性を向

上するための今後の対策について」で示された考え方は妥当

と判断しました。 
• プレゼン資料で示された「開発方針」は、「衛星の信頼性

を向上するための今後の対策について（平成 17 年 3 月）」（宇

宙開発委員会推進部会）において示された基本的な考え方に

従って、信頼性の向上に多くの指針を示し、既存の技術・設

備を基盤とし、早期着実な打ち上げ実現を目指しており、妥

当なものと考える。 
• 長期継続観測のための開発方針 
 観測データの連続性を掲げていることは目標の達成に対

し的確である。 
 実利用の技術実証を主目的とする衛星の開発方針 
 「衛星の信頼性を向上するための今後の対策について」の

考え方と合致しており、的確である。 
 衛星バスの信頼性向上のための方策 
 上に同じく、的確である。 
 観測センサの信頼性向上のための方策 
 実績のある AMSR、AMSR-E の設計を踏襲するという点

で的確である。 
 信頼性設計の徹底 
 地上試験の充実 
 運用データの取得及び活用 
 いずれも「衛星の信頼性を向上するための今後の対策につ

いて」の考え方と合致しており、的確である。 

• 王道としての信頼性管理は当然のこととして、本プロジェ

クトの特徴は極めて近い関係にある衛星とシリーズを構成

することであろう。このことの有効利用法は必ずしも自明で

はないと考えるが、開発研究期間を通じて推進して頂きたい。 
【概ね妥当】 

• シリーズとしての開発、さらに、中型、分割という点の利

点を強調してもらいたい。 
• GCOM-W、GCOM-C、合わせて合計 6 ｹの衛星を開発す

る前提での信頼性確保、コスト削減等の具体的施策を示して

欲しい。 
 他の衛星（国内、海外問わず）の失敗例、不具合情報等、

事前に活用できるものは徹底的に活用していただきたい。 
• ◎長期観測の実現 
 １0 年以上にわたる長期観測の実現は､きわめて重要な方

針であり、歓迎する。通常運用期間は 5 年とのことだが、4
年目で次期衛星を打ち上げ、1 機目がまだ順調に観測を続け

ている場合には、5 年目で運用を打ち切るのではなく、1 機

目の運用を継続して、より頻度の高い観測が行えるようにす

べきである。さらにタンデムでの運用に際しては、観測時刻

を数時間ずらすなど、考慮が必要である。 
◎衛星バスの信頼性 
 衛星バスの開発方針（既存技術を最大限に活用し、信頼性

の向上とコストの低減化をめざす）は、本プロジェクトだけ

にとどまらず、JAXA 全体の信頼性にかかわることであり、

もっとも注力してほしいところである。 にもかかわらず、

書かれていることは、「衛星の信頼性を向上するための今後



の対策について」で示されている考え方をそのまま踏襲して

いる記述が多い。ここでは、その考え方を踏まえて、さらに

踏み込んだ検討結果が示されてしかるべきではないか。たと

えば、信頼性設計の徹底のために行うとされている、「サバ

イバビリティの強化、最大限の冗長化、単一故障点に対する

十分な対応」について、どれだけのチェック項目があがって

おり、具体的にどのように検討されたのか、対応策は何かな

ど、JAXA が信頼性向上のためにどのようなアクションを行

っているのかが、見えるような説明がほしい。 
• 「衛星の信頼性を向上するための今後の対策について」に

したがって、衛星バス、観測センサの信頼性の向上を踏まえ

た開発方針となっている。 
 240 億円が投じられるプロジェクトに関して、打ち上げま

での今後 5 年間の開発スケジュールに関して、各開発フェ

ーズごとに、それぞれの段階の成果が社会的に理解されるよ

うな工夫が必要ではないか。衛星バス、観測センサの開発段

階はなかなかその成果を示すことは難しいが、マネジメント

体制の評価も含めて社会にアピールする場を積極的に設け

て、世論に支持を得ながら進めるという戦略が必要であろう。

AMSR-E を用いた先行的な利用成果、研究成果の発表と組

み合わせて実施するということも考えられる。 
• GCOM-W（第一期）の衛星に対し、特段の問題はなく概

ね妥当と判断できるが、衛星バス技術について開発を行うか

否かが不明確である。ADEOS-Ⅰ/Ⅱは何れも衛星バス（電

源系）の不具合によりミッションを達成できなかったが、

GCOM-W では、 

①衛星バスについては既開発バスを利用するのか新規に開

発を行うのか 
②既開発バスとするなら、廉価な衛星バスの調達となってい

るのか 
③新規開発とするなら、ADEOS の経験がどのように生かさ

れているのか 
などについて明確にすべきと思われる。 
• 長期推進戦略において指摘したように、継続して（15 年）

供給する衛星データであることを位置づけることが重要で

はないでしょうか。評価の議論の過程で開発の要素が強調さ

れ、継続して提供する基盤的な衛星観測情報であることの論

点がブレルことが時にあることが感じました。 
AMSR2 のマイクロ波センサの情報は、少なくとも 5～10
年は、SSM/Ⅰに比して精度・分解能の高いマイクロ波デー

タで、水循環などの課題に向けて質の高い、重要なセンサで

あると思います。 
 Seawifs など、バスの設計変更はあるとは思うが、15 年

間継続して AMSR2 マイクロ波データを供給することは、

気候変動・水循環変動分野への貢献としては大きい。同時に、

センサ性能向上の開発を行うことも大切である。 
 
４ 実施体制 

開発計画のうち実施体制が、設定された目標の達成に対し的

確であるかを評価して下さい。 
特に、共同開発機関や関係企業との責任分担関係及び JAXA

のプロジェクトチームに付与される権限と責任の範囲が明確



になっているかについて評価して下さい。 
 

 妥当 概ね妥当 疑問がある

4 実施体制 5 7 0 
 
評価根拠のコメント 
【妥当】 

• GCOM 総合委員会で実利用に向けたプロダクト要求仕様

やセンサ観測仕様および運用について審議され、実施機関で

あるJAXA内でのGCOMプロジェクトにおいて開発企業と

の責任分担ならびにリスク管理実施が計画されているなど、

体制は工夫されていると思われる。 
• 実施体制に関して、外部機関との関係、JAXA 内の体制、

衛星開発企業との責任分担等は、適切に構想されていると見

なされる。 
 なお、マイクロ波放射計観測の高精度化では、p.14 の観

測プロダクトの表にもある積算水蒸気量から土壌水分量ま

での諸量等に関して、物理量変換アルゴリズムの研究開発が

重要であり、それらは、提示された資料では、JAXA 内の「利

用研究プロジェクト」が担当すると見なされる。しかし、そ

の内容の専門性、分野の拡がりから見て、外部研究者の参加

は欠かせないものと思われ、その参加の仕組みを実施体制上

に具体化していくことが望ましい。（現段階で GCOM 総合

委員会は要求仕様を審議するだけ、と読み取れる。） 
• （1）実施体制において、①開発主体である JAXA 並びに

JAXA プロジェクトと②利用研究機関のまとめ役である

GCOM 総合委員会とが③データ利用者を念頭に置きながら

開発する体制は、充分に評価できる。 
（2）研究利用機関・実利用機関が、すでに名前があげられ、

明確化していることは、今後実利用において具体的な情報提

供内容を前もって検討できるので、エンドユーザの要求を満

たすことができる可能性が高くなるので、大いに評価できる。 
（3）JAXA 社内での実施体制において、①本部長、②開発

統括者、③利用統括者の名前のみならず各プロジェクトの末

端の一人一人に至るまで名前を銘記し、業務内容を再分化し

責任体制を明確にすべきである。 
 また、この一人一人が関係企業の開発担当一人一人とカウ

ンターパートを組み、異常事態の時には誰の責任か名前がす

ぐ挙がるようにすべきです｡このような体制になって初めて、

「信頼性の確保はヒトに帰する」といえる。 
• 外部機関との関係 
 責任分担関係は明確になっている。ただし、実利用機関の

場合、独白のデータ解析システムを用いてリアルタイム観測

データを処理する必要があるので、地球観測データ統合・解

析システムを介してユーザにデータ提供する方式が実利用

機関の配信時間等の要求を満たすのに適しているかどうか

については検討を要する。 
 関係企業との責任分担関係 
 明確である。 
 JAXA のプロジェクトチームに付与される権限と責任の

範囲 
 明確である。 



【概ね妥当】 
• 当面は問題がないが、具体的な開発体制になったときの具

体的な体制構築にむけて、具体的、かつ、現実的な体制を構

築してもらいたい。 
• プロジェクトに係る全員が当事者意識を持てるプロジェ

クト運営、グループ間のコミュニケーション、風通しの良い

組織運営を望みます。 
• 実施体制（外部機関との関係、JAXA 社内での実施体制、

衛星開発企業との責任分担）に関し、概ね妥当と考える。 
• 外部機関との関係、JAXA 内部での体制、いずれも明確に

定義されている。 
 ただし、長期的な観測をめざすプログラムにおいては、長

期的にその精度を校正し、検証する枠組みが重要となるにも

関わらず、それが利用研究プロジェクトの中で確実に実施で

きるか疑問である。長期・継続的な校正・検証サイトを外部

機関と協力して運用する体制を構築するとか、JAXA 内部に

部署を設けて実施するなどの措置が必要と思われる。 
• 本プロジェクトの背景にある関連諸機構、諸機関あるいは、

審議過程はあまりに複雑に思えるが、一旦実施段階に入れば、

シンプルにお願いしたい。 
• 継続して GCOM-W を提供することは、関連企業のセン

サ供給体制および JAXA のプロジェクト推進体制として明

確にする必要がある。 
 
５ その他 

以下の項目については、「開発」移行段階で評価するもので

すが、「開発研究」移行段階の状況を確認し、「開発研究」に向

け配慮すべき事項、助言等があれば記載願います。 
1. システム選定及び基本設計要求 

システム（衛星を実現する技術的な方式）の選定及び基

本設計要求（基本設計を固めるに当たっての骨格的な諸条

件）の評価の際には、以下の点に着目することとしています。 
i) 関係する技術の成熟度の分析 
ii) コストも含めた複数のオプションの比較検討 
iii) システムレベル及びサブシステムレベルにおける、新規

自主開発、既存技術の活用（外国調達に関しては、信頼

性確保の方法含む）の適用方針 
上記においては、国内技術のみでなく、海外技術も検討の

対象に含みます。 
2. 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等） 
3. リスク管理 

 主要な技術課題、プロジェクト、プログラムの観点にお

けるリスク管理の考え方 
 
助言等のコメント 
1. システム選定及び基本設計要求 

• 将来（GCOM-W2、-W3）への拡張性を現時点で考えられ

るだけ考え、知恵を絞って欲しい。 
• 本ミッションの新規性は、マイクロ波放射計だけでは、や

や弱いのではないか。マイクロ波散乱計による海上風に関す

る情報が付加されることで、水循環や気候変動領域で大きな

寄与が期待されるだけに、散乱計の搭載に向けて今後ともご



努力をお願いしたい。この点で、我が国で散乱計の開発の可

能性はないのか。 
• 先にも言及したが、後続の GCOM-C と、衛星の開発・製

作をいかに有効・適切に関連付けていくか、それをいかにコ

スト削減、信頼性向上、スケジュール管理の最適化などに繋

げていくか、が最も配慮すべき課題と言えよう。 
• GCOM-W/AMSR2 が Aqua/AMSR-E の観測を継承する

という位置づけであることに鑑み、降交点地方時 1:30 は重

要である。また、観測周波数も特段の理由がない限り継続す

ることが好ましい。 
 AMSR2 のようなマイクロ波放射計に対して太陽電池パ

ネルが2枚の衛星バスを採用する場合には、過去のADEOS-
Ⅱ、Aqua と異なるコンフィグレーションとなるため、反射

鏡への衛星筐体の映りこみなどによる観測データの品質の

劣化がどの程度生じうるかを開発の早い段階で詳細に検討

する必要がある。 
• i)～iii)の比較後、それを決定するクライテリアを検討して

おくべき。 
• ミッション機器については特に意見はありません。 
 バス機器、あるいは衛星バス本体については「3.開発方針」

で述べた既開発/新規開発のいずれであるのかを明確にして

頂きたい。個人的には新規開発より、信頼性向上のためにも

既開発品の活用を検討して欲しい。 
• AMSR の高温校正が精度を決定するといっても過言では

ない。NASA も多くの失敗を重ねている。2003 年南極での

新しいマイクロ波センサの航空機実験でも問題が出た。

GCOM-W の高温校正源の設計・実験・評価を早く行ってい

ただきたい。 
 
2. 開発計画（スケジュール、資金計画、設備の整備計画等） 

• GCOM シリーズ全体の資金計画も明確にしてもらいたい。 
• ①信頼性確保のための独自予算の検討 
 ②スケジュールどおりに打ち上げるための検討 
• 可能な限り、安全信頼性に影響のない範囲で、早期に打ち

上げられることを希望します。 
• 上記開発方針に記載済み。 

 
3. リスク管理 

• EM を、パックアップに用いるとか、失敗のときの Follow
の計画を持っていてもらいたい。 
• 第三者による Review の徹底。 
• 衛星バスの信頼性と関連して、その部分でのリスク管理に

特化した記述が示されるべきではないか。 
• 提示されたリスク管理の方針は、現段階では、妥当とみな

される。 
• AMSR/AMSR-E では、高温校正源の問題が開発の最終段

階になって認識されるに至った。このような場合、そのイン

パクト評価を行い、設計変更か続行かなどの意思決定を行う

仕組みをあらかじめ設定しておいたほうがよい。 
• 3 で触れたシリーズであることの影響はどうか。 




